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障害者相談支援体制を強化する効果的なプロセスの解明 
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研究要旨 障害者相談支援体制の整備が進展する一方で、現場においては相談支援専門

員の業務負担の増大や人員体制の制約により、地域課題の把握および社会資源の改善に

関する機能が十分に発揮されていない状況が指摘されている。また、障害者自立支援協議

会においては、形式的な会議運営にとどまり、地域課題の共有や実質的な検討に至らない

事例もみられる。このような状況は、協議会の機能が十分に発揮されていない実態として

指摘されている¹）。本研究は、協議会において相談支援専門員および関係者が地域課題の

共有・検討に至るプロセスの構造的特徴を整理し、変化の理論（Theory of Change：ToC）

を用いて評価可能な枠組みとして再構成することにより、相談支援体制の機能構造を明

らかにすることを目的とした。A 市の協議会に参加する相談支援専門員を対象とした半

構造化面接の既存逐語データを基に帰納的に再分析し、「相談支援体制構築の 8 つのステ

ージ」を枠組みとして整理した。その結果、協議会の機能は、①心理的安全性の確保、②

信頼関係の形成、③意見交換の活性化、④役割意識の醸成、⑤地域課題への主体的関与、

から構成されるプロセス構造として整理された。さらに、これらの要素はインプットから

インパクトに至る因果構造として統合された。本研究は、協議会の機能を成果ではなくプ

ロセスとして位置付け直し、評価可能な概念モデルを提示した点に特徴がある。これによ

り、相談支援体制の評価指標は数値指標に加え、関係性形成や役割意識といった構造的・

質的側面を含めて構築する必要があることが示された。 

A．研究目的 
障害者総合支援法に基づき相談支援体制の

整備が進められているが、現場においては、

相談支援専門員の業務の増大や単独配置に
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よる孤立等により、地域課題の把握や社会

資源の開発といった機能が十分に発揮され

ていない状況がある。また、障害者自立支援

協議会については、制度上は地域課題の共

有および関係機関の連携促進を担う場とし

て位置付けられているものの、実際には課

題共有や協働的検討に至らない運営上の課

題が指摘されている。協議会は、地域におけ

る支援体制の整備および関係機関の連携を

図る場として位置付けられている²）。また、

実際の運用においては、課題共有や連携の

実効性に関する課題が指摘されている¹）。 
これらの背景を踏まえ、本研究は、協議会に

おいて相談支援専門員および関係者が地域

課題を共有・検討するに至るプロセスの構

造を明らかにし、変化の理論（ToC）を用い

て可視化するとともに、相談支援体制の機

能構造を評価可能な枠組みとして整理する

ことを目的とする。 
 
B. 研究方法 
１．対象 
A 市の障害者自立支援協議会に参加する相

談支援専門員 
２．データ収集 
半構造化面接により収集された逐語記録

（既存調査データの二次分析）を用いた。 
３．分析方法 
逐語録を基に帰納的分析を行った。分析に

あたっては、「相談支援体制構築の 8 つのス

テージ」を枠組みとして用い、語りの意味内

容を整理・分類した。その上で、行動変容に

関する要素間の関係性を検討し、変化の理

論（ToC）を用いて、インプット、アクティ

ビティ、アウトプット、アウトカム、インパ

クトからなる因果構造として統合した。こ

のような分析は、多職種間の相互作用や関

係性の形成過程を捉える視点とも整合する

³）。 
 
（倫理的配慮）本研究は、研究分担者および

研究協力者の所属機関の研究倫理委員会の

承認を得て実施された。なお、対象者には研

究の趣旨を説明し同意を得るとともに、デ

ータは匿名化し、個人が特定されないよう

配慮した。 
 
C. 研究結果 
１．協議会機能のプロセス構造 

分析の結果、協議会の機能は単一の成果

ではなく、複数の要素が段階的に連関する

プロセス構造として整理された。 
①心理的安全性の確保 
②信頼関係の形成 
③意見交換の活性化 
④役割意識の醸成 
⑤地域課題への主体的関与 
これらの要素は相互に関連し、参加者の行

動変容を通じて協議会の機能を成立させて

いた。 
 
２．ToC による因果構造 
ToC による分析により、以下の構造が示さ

れた。 
①インプット：多様な関係者の参画 
②アクティビティ：心理的安全性を確保し

た場の形成 
③アウトプット：意見交換の活性化および

役割意識の形成 
④アウトカム：地域課題への主体的関与 
⑤インパクト：地域課題の共有および協働

的検討の実現 
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３．プロセスを支える要因 
これらのプロセスを支える要因として、以

下が抽出された。 
・グランドルールの設定 
・ファシリテーション機能 
・役割分担の明確化 
・課題設定の適切性 
 
D. 考察 
本研究は単一自治体の事例に基づく分析で

あり、結果の一般化には一定の制約がある。

しかしながら、協議会の機能は単なる会議

運営ではなく、参加者間の関係性の形成お

よび態度変容を含む構造的プロセスとして

位置付ける必要があることが示唆された。

この点は、従来指摘されてきた協議会運営

上の課題とも関連する¹）。 
従来、協議会の評価は会議回数や参加者数

といった業務量指標に依拠してきたが、本

研究の結果から、協議会の実効性は、心理的

安全性や信頼関係の形成、役割意識の醸成

といったプロセスの成立に依拠しているこ

とが示唆された。 
特に、地域課題への主体的関与は、協議会に

おける議論を形式的な情報共有から協働的

検討へと転換させる中核的要素である。こ

の過程は、参加者間の相互作用を通じて段

階的に形成されるものであり、制度的枠組

みのみでは成立しない。 
また、ToC を用いた分析により、協議会の

取組を因果構造として可視化できることが

示された。これにより、相談支援体制の評価

は、従来の業務量指標に加え、①関係性形

成、②役割意識、③主体的関与といったプロ

セス指標を含む多面的な枠組みとして再構

築する必要がある。 
本研究で提示したプロセス構造および評価

枠組みは、自治体における相談支援体制の

運用および評価の改善に活用可能である。

具体的には、障害者自立支援協議会の運営

において、単に会議を開催するのではなく、

心理的安全性の確保や関係性の形成といっ

た基盤条件を意図的に設計することにより、

参加者の主体的関与を促進し、地域課題の

共有および協働的検討へと展開することが

期待される。 
また、本研究で示したプロセス指標は、障害

福祉計画の策定および評価において、従来

の業務量指標を補完する視点として位置付

けることができる。例えば、協議会の機能評

価においては、会議回数や参加者数に加え、

関係機関間の連携状況、役割意識の形成状

況、地域課題への主体的関与の程度といっ

たプロセスの進展を把握することが有効で

ある。 
 
E. 結論 
 相談支援体制の機能強化に向けては、協

議会における心理的安全性の確保、信頼関

係の形成、役割意識の醸成および地域課題

への主体的関与といった段階的プロセスが

重要であることが確認された。 
協議会の機能は、単なる会議の開催ではな

く、参加者の関係性と行動変容を通じて成

立するプロセスとして理解される必要があ

る。変化の理論（ToC）は、この構造を整理

し、実践と評価を接続する枠組みとして位

置付けられる。 
今後の相談支援体制の評価においては、業

務量指標に加え、プロセスおよび構造的側

面を含む評価指標の構築が求められる。 
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